
プロジェクトの組み合わせ 

• 主に、MIEC沿いの地域でプ
ラスの経済効果 

• ミャンマー中・北部、カンボ
ジア北部ではマイナスの経
済効果 

• MIECと、その他国内プロ

ジェクトを組み合わせる必
要がある 

• 日本にも小さいながらもプ
ラスの経済効果 
 

出典: 熊谷・磯野（編）P131 

経済効果（2030年） 
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プロジェクトの組み合わせ＋ダウェイの整備効果 

• 2020年にダウェイ深海港とダウェイSEZを開設。ダウェイにおける製造
業・サービス業の生産性パラメータAを50%引き上げ 

• MIEC沿い・インドのみなら

ず、日本・中国・韓国・マ
レーシア、シンガポールに
もプラスの経済効果 
 

IDE-GSMは、ダウェイ深海港

のような地域の経済発展に大
きな影響を与える国際プロ
ジェクトを特定することが出来
る 

出典: 熊谷・磯野（編）P133 

経済効果（2030年） 
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参考：ASEAN連結性マスタープラン（MPAC）の 
経済効果 

• 2015年までに実現したものと、
実現していないものを含む 

• 物理的輸送インフラと国境円
滑化の経済効果 

• MPACの優先プロジェクトは、
ASEAN加盟国と加盟国を結ぶ
プロジェクトを主に抽出 

• 地方道路・海上ルートが多く、
国全体に波及しない 

• 域外への波及も小さい 
例：ダウェイとタイを結ぶ道
路はあってもダウェイ港湾
開発がない 
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出典：世界銀行共同研究に基づくIDE-GSMシミュレーション結果 

経済効果（2030年） 



重層的なインフラ整備の実態 

• ASEAN各国は、国と

国を結ぶ国際プロ
ジェクト以上に、多く
の国内プロジェクトを
抱えている 
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アジア大の総合的開発の経済効果 
アジア総合開発計画2.0 
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A) 物理的輸送インフラ
と国境円滑化（今後
10年間で見込まれる
プロジェクト） 

B) (1) AECのソフトインフ
ラ改善、(2)RCEP・TPP
やサービス貿易自由
化、(3)各国独自の開
放を通じた制度改革 

C) CLMV諸国のSEZ開発 

出典： IDE/ERIA-GSMシミュレーション結果、2015年8月ERIAより東アジアサミット経済大臣会合にて発表 

経済効果（2030年） 



経済回廊の出現 

• 自動車関連の部品の交通
量 

• 総合的開発により、ダウェイ
-バンコク-ハノイに新たな太
い交通流が発生 
高い輸送需要の存在 
ルート上の各都市で生
産ネットワークに参加で
きる可能性 
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2010 ベースライン   2030 ベースライン   

    

    
2030 総合的開発   

  

  
  注：2030ベースラインのASEAN平均をavg.として図示したもの 
出典： IDE/ERIA-GSMシミュレーション結果、2015年8月ERIAより東アジアサミット経済大臣会合にて発表 



災害分析 
2011年タイ洪水 

• 2011年にタイの洪水によって生産ネットワークの脆弱性が指摘された 
• 中長期的に、タイの生産ネットワークに与える影響はどの程度か 

 
 
 

• 2011年9月 アユタヤ遺跡水没 
• 2011年10月 ロジャーナ工業団地が被災 
• 2011年12月 ERIAを通じ、タイ政府関係者に暫定シミュレーション結果を

伝達 
• 2012年3月27日 ジェトロ・バンコク事務所が『洪水後の在タイ日系企業の

経営状況』を公表 
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産業 産業インフラの毀損率 

農業 17.6% 

自動車 19.8% 

電子・電機 15.0% 

繊維・衣料 11.1% 

食品加工 13.6% 

その他製造業 13.6% 

サービス 2.8% 

シナリオ 
• 2011年に特定県で各産業の「産業インフラ」が毀損し、2012年に洪水
前のレベルに回復すると想定 

• 産業インフラの毀損率は、タイのCurrent Quarter Model（CQM：超短期
経済モデル）による2011年12月22日現在の2011年第4四半期までの
予測を使用 

出典: 熊谷・磯野（編）P142 
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• サムット・サコン、サムット・プラカー
ン、アユタヤ、チャチュンサオ、パ
トゥム・タニで大きなマイナスの経済
効果 

• 一方で、ラヨン、チョンブリはプラス
の経済効果 
洪水の被害を受けた県から企業
や人口が移動 

• マイナスになる県、プラスになる県
の効果を合算したタイ一国の経済
効果は、ゼロに近くなる 
 

洪水による影響は、タイ国内で洪水の
被害を受けた地域から、被害のなかっ
た地域への企業や人口の移転にとど
まり、国外への移転は極めて限定的
である 出典: 熊谷・磯野（編）P143 

注:ベースラインは「洪水がない
と仮定した状態」 

経済効果（2020年、％） 
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自由貿易協定分析 
東アジア地域包括的経済連携（RCEP） 

• ASEANと日中韓印豪NZの16カ国
のFTA 

• 現在、ASEANは5つのFTAをすでに
有している 

• 既存のFTAを前提として、RCEPは
どのような経済効果を東アジアに
もたらすだろうか？ 

出典: 経済産業省ウェブサイト 
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• 自由化率を85%、90%、95%
と設定し経済効果を比較 

• 推計に基づき、追加的な非
関税障壁の削減を仮定 
 

• 日本や韓国の経済効果が
大 
ベースラインシナリオで
日本や韓国は中国に対
して特恵スキームがない 

• CLM（カンボジア、ラオス、
ミャンマー）は負の経済効果 
 FTAも、アクセスのよい地
域が相対的に有利 

 CLM支援プログラムはシ
ナリオに入っていない 

 
 

出典: IDE-GSMシミュレーション結果 

自由化率95%時の経済効果
（2030年） 
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• 実際、ASEANの経済効果は比較的小さい 
ベースラインシナリオにてすでにASEAN+1 FTAを有しているため 

• ASEANは別途、AECの強化などでASEANの経済統合をさらに推し進め
るべき 

• RCEPはCLM向けキャパシティビルディングの機能を有するべき 

ASEAN
中国

日本

韓国

インド

オーストラリア

ニュージーランド

バングラデシュ

台湾

米国

EU
その他世界

出典: IDE-GSMシミュレーション結果 

自由化率95%時の経済効果
（2030年、100万米ドル） 
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結論 
IDE-GSMの特徴 
• ひとつのツールで多くの分析が可能 
• 国内プロジェクトの他国への影響をみることができる 
• ダウェイ深海港のような国際プロジェクトの特定が可能 
• ASEAN・東アジアにおいては、すでに政策ツールとして活用されている 
 
政策へのインプリケーション 
• インフラプロジェクトはすべての地域にプラスの経済効果をもたらすと
は限らず、また災害の中長期的影響が常にマイナスの経済効果とな
るわけでもない→一部分の県を切り取って議論するだけではいけない 

• ひとつのプロジェクトのみですべてがうまくいくことは少ない 
• プロジェクトの組み合わせ・優先順位付けが必要 
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